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平成１９年３月１６日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官

平成１７年(ワ)第２３４１９号 損害賠償等請求事件

口頭弁論終結日 平成１９年３月９日

判 決

フランス共和国９２１５０スレーヌ市（以下略）

原告 ダッソー システムズ

訴訟代理人弁護士 藤井康広

同 中陳道夫

東京都八王子市（以下略）

被告 株式会社アペックス

訴訟代理人弁護士 木村雅一

同 小野仁司

同 小山裕美

主 文

１ 被告は，別紙コンピュータ目録１及び２のコンピュータ内にインストールさ

れた別紙ソフトウェア目録３のソフトウェアを使用してはならない。

２ 被告は，上記１のソフトウェア及び別紙ソフトウェア目録２のソフトウェア

を廃棄せよ。

３ 被告は，原告に対し，金１５億８９１１万２８７５円及びこれに対する平成

１７年６月１６日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

４ 原告のその余の請求を棄却する。

５ 訴訟費用は，これを２０分し，その１を原告の負担とし，その余を被告の負

担とする。

６ この判決は，第３項に限り，仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求
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１ 主文第１項同旨

２ 主文第２項同旨

３ 被告は，原告に対し，金１６億９８００万円及びこれに対する平成１７年６

月１６日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要

本件は，ソフトウェアメーカーである原告が，原告ソフトウェアのユーザである

被告に対し，被告の改変行為が原告ソフトウェアの翻案権侵害，複製権侵害又は権

利管理情報の改変行為(著作権法１１３条３項２号)に当たると主張して，著作権法

１１２条１項及び２項に基づく上記改変されたプログラム等の使用差止め及び廃棄，

並びに不法行為(民法７１５条)による損害金及び遅延損害金の支払を求めた事案で

ある。

１ 前提事実

(1) 当事者

，ア 原告は，１９８１年に設立されたフランスのソフトウェアメーカーであり

設立以来，製品設計や開発を最適化するための三次元な作図に関するソフトウェア

である「CATIA 「ENOVIA 「DELMIA」を開発，販売してきており，最近では，デ」， 」，

ジタルモックアップ，すなわちコンピュータ画面上で三次元的に模型を作成する技

術を用い，製品の設計から製造までをサポートすることができるソフトウェアを開

発，販売している。

イ 被告は，デザインモデル等の製作会社であり，自動車産業，電気産業，情

報産業等の様々な業種の企業にデザインモックアップ試作品を提供しており，取引

先から３Ｄ設計データを入手し，本件ソフトウェアを用いてデータを加工し，切削

加工機，光造形機，射出成形機，３Ｄ計測器などに入力して，様々なデザインモッ

クアップ試作品を製作している。

(以上，争いのない事実)

(2) 原告の著作権
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ア 別紙ソフトウェア目録１記載のソフトウェア(以下「本件ソフトウェア」と

いう。)は，前記(1)アのデジタルモックアップのソフトウェアの１つである。

(争いのない事実)

イ 日本は，文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約に加盟してい

る。同条約３条１項(a)は，同盟国の国民を著作者とする著作物は，保護される旨

規定し，同条約５条１項は，同条約上の保護を受ける著作物に対し自国民と同様の

保護を与えることを義務付けている。

原告は，フランスの法人であり，フランスは，同条約に加盟している。

よって，原告の著作物は，日本の著作権法上，保護を受ける(著作権法６条３号)。

ウ 原告は，１９８０年代に，本件ソフトウェアの基となる「CATIA V1(バージ

ョン1)」を創作，発表し，その後，バージョンアップを重ね，本件ソフトウェアを

創作し，平成１５年３月９日，フランスにおいて，プロダクト・ライフサイクル・

マネージメントのVersion5 Release13(V5R13)を構成するソフトウェアの１つとし

て，本件ソフトウェアを発表したものであり，本件ソフトウェアの著作者であり，

著作権者である。

(甲１，５，弁論の全趣旨)

(3) 本件使用許諾契約等

ア 本件ソフトウェアは，三次元な作図等に関する数多くのモジュールと，使

用許諾されたモジュールを管理する別紙「改変方法」に②として記載の本件Dllフ

ァイルとから成る。

(甲２，７，弁論の全趣旨)

イ 本件ソフトウェアは，日本においては，日本アイ・ビー・エム株式会社(以

下「ＩＢＭ」という。)を通じて，そのライセンスの販売が行われている。

(争いのない事実)

ウ(ｱ) ＩＢＭの作成に係る価格表(甲７添付)は，別紙「CATIA V５ 製品価格

表」(以下「ＩＢＭ価格表」という。)のとおりである。
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(ｲ) 本件ソフトウェアは，いくつかのモジュールをパッケージとした標準構成

パッケージ製品の形で，又は個別に購入可能な各モジュールの形で販売されている。

すべてのモジュールが使用可能な標準構成パッケージ製品はない。

(ｳ) ＩＢＭ価格表による価格は，初回ライセンス契約時に請求する基本ライセ

ンス料(同価格表では 「PLC」と表示されている。)と，基本ライセンス料の約１，

４％である年間ライセンス料(同価格表では 「ALC」と表示されている。)とから，

成る。年間ライセンス料は，初年度も支払を要する。

(ｴ) 年間ライセンス料については，購入本数に応じて割引がある。ＩＢＭ価格

表中の「ALC TIER1(１－９)」との表示は，１～９本購入した場合の価格であり，

「ALC TIER２(１０－２５)」との表示は，１０～２５本購入した場合の価格であ

る。

(甲７，１１)

エ 被告は，平成１７年４月までに，ＩＢＭとの間で，被告のStudio２内の「C

ADセンター」における本件ソフトウェアの使用に関し，次の内容の契約をした(以

下「本件使用許諾契約」という。)。

ただし，Ｈ４５は 「Helix統合環境」と題するモジュールであり，本件ソフト，

ウェアに含まれるものではない。

(ｱ) 使用可能台数

同時に使用可能なコンピュータは１２台とする(フローティング型契約)。

(ｲ) 使用可能プログラム

制限バージョン「ＹＭ２」 ４本

制限バージョン「ＭＤ２」 ５本

制限バージョン「ＨＤ２」 ３本

オプションの「Ｈ４５」 ２本

(ｳ) 基本ライセンス料

ＨＤ２ １１８１万４０００円(３９３万８０００円×３本)
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ＹＭ２ １２８８万８０００円(３２２万２０００円×４本)

ＭＤ２ １２５３万円 (２５０万６０００円×５本)

Ｈ４５ ８８万９２００円( ４４万４６００円×２本)

ＲＴＲ ２３５万円 (２３５万円×１本)

ＧＳＤ １７９万円 (１７９万円×１本)

ＤＭＮ ８９万５０００円( ８９万５０００円×１本)

ＦＩＴ １６１万１０００円(１６１万１０００円×１本)

ＫＩＮ １３４万３０００円(１３４万３０００円×１本)

合計 ４６１１万０２００円

(ｴ) 年間ライセンス料

ＨＤ２ １６５万４２００円(５５万１４００円×３本)

ＹＭ２ １８０万４４００円(４５万１１００円×４本)

ＭＤ２ １７５万４５００円(３５万０９００円×５本)

Ｈ４５ １２万４８００円( ６万２４００円×２本)

ＲＴＲ ３５万０９００円(３５万０９００円×１本)

ＧＳＤ ２５万０６００円(２５万０６００円×１本)

ＤＭＮ １２万５３００円(１２万５３００円×１本)

ＦＩＴ ２２万５６００円(２２万５６００円×１本)

ＫＩＮ １８万８０００円(１８万８０００円×１本)

合計 ６４７万８３００円

(争いのない事実，弁論の全趣旨)

(4) 使用許諾の管理方法

ア 本件ソフトウェアは，その全体が各コンピュータのハードディスクにイン

ストールされるが，本件ソフトウェアを使用するためには，複数のアルファベット

又は数字から成るライセンスキーが必要である。フローティング型の契約の場合に

は，使用する複数のコンピュータを管理するサーバに，当該ライセンスキーを入力
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することにより，使用許諾されたモジュール及び使用環境等が設定される。

イ 具体的には，本件Dllファイルは，本件ソフトウェアが使用される前に，毎

回，License Use Managementと呼ばれるプログラム(以下「LUMプログラム」とい

う。)で設定されている使用許諾に関する情報を確認し，それを基に，許諾された

範囲内でモジュールを使用可能にし，その使用環境を設定する機能を有している。

ウ コンピュータの一次記憶装置上の容量は限られていることから，使用許諾

されていないモジュールが当該一次記憶装置上に読み出されることはない。

エ LUMプログラムは，ＩＢＭにより提供されているが，本件Dllファイルは，

本件ソフトウェアの一部である。

(以上，争いのない事実，甲２，弁論の全趣旨)

(5) 本件改変行為

ア 被告従業員は，遅くとも平成１７年６月１６日に行われた証拠保全期日ま

でに，別紙コンピュータ目録１の７台のコンピュータにインストールされている本

件ソフトウェアにつき，別紙改変方法に記載した方法により，本件Dllファイルを

改変した(以下，後記イの改変と併せて 「本件改変行為」という。)。，

イ さらに，別紙コンピュータ目録２の４台のコンピュータにインストールさ

れている本件ソフトウェアについても，被告従業員は，遅くとも平成１７年６月１

６日に行われた証拠保全期日までに，本件改変行為を行った。

ウ(ｱ) その結果，１１台の各コンピュータでは，すべてのモジュールを使用で

きるようになった。

(ｲ) さらに，１１台の各コンピュータで，本件ソフトウェアを同時に使用でき

る状態となった。

(争いのない事実)

(6) 改変の故意

被告従業員は，原告の著作権を侵害することとなることを知りながら，本件改変

行為を行った。
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(争いのない事実)

(7) 使用者責任

被告従業員による本件改変行為は，被告の事業の執行についてされたものである

から，被告は，民法７１５条１項により，本件改変行為により原告に生じた損害を

賠償する義務がある。

(争いのない事実)

２ 争点

(1) 翻案権侵害の有無

(2) 複製権侵害の有無

(3) 権利管理情報の改変行為の有無

(4) 過失相殺類似の抗弁の成否

(5) 損害額

３ 争点(1)(翻案権侵害の有無)に関する当事者の主張

(1) 原告の主張

ア 翻案の意義

翻案とは，既存の著作物に依拠し，かつ，その表現上の本質的な特徴の同一性を

維持しつつ，具体的表現に修正，増減，変更等を加えて，新たに思想又は感情を創

作的に表現することにより，これに接する者が既存の著作物の表現上の本質的な特

徴を直接感得することのできる別の著作物を創作する行為をいうとされている(最

高裁平成１３年６月２８日第一小法廷判決・民集５５巻４号８３７頁)。

イ 本質的特徴の維持

本件改変行為によっても，本件ソフトウェアの製品設計や開発という１つの目的

に利用可能な多くのモジュールを有するというその本質的特徴は維持されている。

ウ 創作性

(ｱ) 本件ソフトウェアには，製品設計や開発という１つの目的に利用可能な多

くのモジュールを１つのソフトウェアに収載し，かつ，これらのモジュールを顧客
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のニーズに応じて制限して販売するという全体的なソフトウェアの構成において，

原告の個性が発揮されているというべきところ，本件改変行為は，この個性の根幹

である本件Dllファイルの有する制限設定機能を排除し，単に，製品設計や開発と

いう１つの目的に利用可能な多くのモジュールを収載した１つのソフトウェアに変

形し，すべてのモジュールが利用可能となる環境を作り出したものであるから，新

たに被告の個性が発揮された翻案に該当する。

(ｲ) 被告は，本件改変行為は本件ソフトウェアのプログラムに新たな創作性を

加えるものではないことから，著作権法２７条の翻案に該当しない旨主張する。

しかしながら，翻案に要する創作性とは，作成者の何らかの個性が発揮されたも

ので足りるから(プログラムの著作権に関する東京地裁平成１５年１月３１判決・

判時１８２０号１２７頁)，本件改変行為も創作性を有する。

(ｳ) 仮に，本件改変行為に創作性が認められないとしても，既存の著作物につ

いて，その表現上の本質的特徴を直接感得することができる改変が加えられている

場合には，創作性のいかんにかかわらず，同法２７条の翻案に該当する。

本件改変行為では，そのすべてのモジュールが使用可能となっていることから，

改変後もその表現部分において本質的な特徴を直接感得することができるから，本

件改変行為は，本件ソフトウェアの翻案に該当する。

エ まとめ

よって，本件改変行為は，本件ソフトウェア全体の翻案権を侵害する。

(2) 被告の主張

ア 翻案の意義

前記最高裁平成１３年６月２８日判決が，翻案とは「既存の著作物に依拠し，か

つ，その表現上の本質的な特徴の同一性を維持しつつ，具体的表現に修正，増減，

変更等を加えて，新たに思想又は感情を創作的に表現することにより，これに接す

る者が既存の著作物の表現上の本質的な特徴を直接感得することのできる別の著作

物を創作する行為をいう」と判示しているとおり，翻案とは，原著作物に対し新た
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な創作性を加える行為である。

イ 本質的特徴の維持

モジュールの管理・制限態様は，有か無かという二者択一であり，このような態

様を変更する本件改変行為は，本件ソフトウェアの本質的特徴を根幹から変更する

ものとなる。したがって，本件改変行為前後で，本件ソフトウェアの同一性は維持

されておらず，原著作物との同一性維持を要件とする翻案権の保護は及ばない。

ウ 創作性

(ｱ) 本件クラックソフトにより本件Dllファイルを改変した本件改変行為は，

無個性な行為であり，だれが行っても同じ結果，すなわち作成者の何らの個性も発

揮されていない事実を作出するにすぎない行為である。

(ｲ) また，本件改変行為は，本件D11ファイルのみに限定して改変を加えるこ

とによって，本件ソフトウェア自体の創作性に何ら変更を加えずそのまま使用する

ことに意味が認められるものであり，単に新たな部分を追加しただけのものであり，

翻案には当たらない。

(ｳ) 原告は，本件ソフトウェアの創作性として，製品設計や開発という１つの

目的に利用可能な多くのモジュールを１つのソフトウェアに収載し，かつ，これら

のモジュールを顧客のニーズに応じて制限して販売するという全体的なソフトウェ

アの構造を主張する。

しかしながら，これは，単にプログラムの構成方法の一類型にすぎず，具体的表

現ではない。また，このようなプログラムの構成方法及び製品の使用につき顧客が

受ける許諾の内容に応じ制限して販売する手法も，広く一般的に行われている独自

性のないもので，表現上の創作性があるとはいえない。さらに，モジュールを原告

の意図に従って制限的に利用可能な環境についても，プログラムが表象する環境の

うちの一類型を指摘するものにすぎないから，事実ないしアイデアにすぎない。

(ｴ) 原告は，翻案に創作性は不要である旨主張するが，著作権法２７条は，原

著作物の著作者と翻案により創作された二次的著作物の著作者との間の権利調整を
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図る規定であるところ(同法２条１項１１号，２８条参照)，二次的著作物も著作物

である以上，翻案につき創作性を不要と解することはできないし(同法２条１項１

号)，そのような解釈は，前記最高裁平成１３年６月２８日判決にも反する。

エ まとめ

原告の主張エは否認する。

４ 争点(2)(複製権侵害の有無)に関する当事者の主張

(1) 原告の主張

ア 本件読み出し行為

被告は，本件改変行為により本件Dllファイルの機能に変更を加えた後の本件ソ

フトウェアをコンピュータにおいて立ち上げている。この場合，本件ソフトウェア

のすべてのモジュールが，自動的に当該コンピュータに読み出され，RAM(Random A

ccess Memory)やスワップファイルなどの一時記憶装置に複製され，使用できる状

態に置かれる(以下，この読み出しを「本件読み出し行為」という。)。

イ 複製権侵害

(ｱ) まとめ

一時記憶装置への一時的蓄積も複製行為に当たるから，本件読み出し行為は，本

件ソフトウェア中の本件使用許諾契約により使用許諾を受けていないモジュールに

つき，複製権を侵害する。

(ｲ) 立法経緯等

著作権法１１３条２項は，一時的蓄積の中でも正に瞬間的な一時記憶装置への一

時的蓄積を複製とは観念しないということを当然の前提として立法されたにすぎず，

立法経緯において，一時記憶装置への一時的蓄積が著作権法２１条の複製に該当し

ないとの判断が示されたわけでもない(作花文雄・詳解著作権法(第３版）２６０頁，

２９６頁)。

また，一時記憶装置への瞬間的な蓄積しか観念し得なかった著作権法１１３条２

項が制定された昭和６０年当時と，ある程度安定的に有意な一時的蓄積が可能な現
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在とでは，全く状況が異なる。著作権法２１条の複製の解釈は，現在のコンピュー

タ事情の下において著作権をいかに保護すべきかという視点から解釈されるべきで

ある｡

(ｳ) 有形的な再製

さらに，著作権法２１条の複製とは 「有形的に再製すること」であり，有形的，

な再製には 「将来反復して使用される可能性のある形態の再製物を作成するもの，

であることが必要である」とされる(東京地裁平成１２年５月１６日判決・判時１

７５１号１２８頁，１４７頁)。本件ソフトウェアの場合，本件Dllファイルを利用

して，本件ソフトウェアの許諾されたモジュールを一時記憶装置に読み出すことに

より初めて，本件ソフトウェアの反復使用の可能性のある状態になり，その時点を

もって有形的な再製があったものと認められるのであるから，本件使用許諾契約に

より使用許諾されていないモジュールについては，本件読み出し行為が複製行為で

ある。

また，本件ソフトウェアの場合，製品設計や開発という本件ソフトウェアが使用

される目的からコンピュータでの長時間に及ぶ使用が予定され，また，一時記憶装

置へ蓄積された各モジュールにより，その使用の有無及び頻度は多様であることか

ら，本件ソフトウェアの一時記憶装置への蓄積行為と使用行為とは必ずしも一体不

可分とは認められない。比較的安定的で有意な一時的蓄積は，社会通念に照らし，

その後の現実の使用と区別して，複製を認めるべきでものである。

(ｴ) 立証の困難

仮に，一時記憶装置への蓄積行為が複製に該当せず，その後の使用行為のみを著

作権法１１３条２項により著作権侵害行為であると解するならば，原告は，被告の

現実の使用行為を主張立証しなければならなくなる(なお，被告は，本件ソフトウ

ェアをインストールした後に本件改変行為に及んでいるため，インストール行為を

複製と捉える余地はないため，被告の主張に従えば，複製と捉える余地がある行為

は，現実の使用行為のみということになる。)。しかし，本件の場合，現実の使用
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行為の有無はあくまでも被告の内部事情であり，原告が被告の著作権侵害行為を主

張立証することは極めて困難であり，結果として，原告の著作権が全く保護されな

いこととなってしまう。

(ｵ) 国際的な動向

一時記憶装置への一時的蓄積も状況次第で著作権法２１条の複製に該当するとす

る原告の主張は，国際的な動向とも一致する。コンピュータの普及する欧米諸国で

は，コンピュータやサーバにおける著作物の一時的蓄積が複製に該当するとされて

いる。これは，現在のコンピュータ事情においてはそのように解釈することがプロ

グラムの著作権の保護という観点から適切であるということを顕著に示すものであ

る。我が国でも，前記(ｲ)のとおり，著作権法が一時記憶装置への一時的蓄積を複

製から排斥するものでない以上，実情に応じて適切に解釈し，もって，現在のコン

ピュータ社会において著作権を適切に保護していくことが要請されている。

(2) 被告の主張

ア 本件読み出し行為

原告の主張アは認める。

イ 複製権侵害

(ｱ) まとめ

原告の主張イ(ｱ)は否認する。

(ｲ) 立法経緯等

著作権法１１３条２項の趣旨，著作権法全体の規定からして，著作権法は，使用

行為及びこれと不可分一体の関係にあるRAM等への蓄積行為については，同法１１

３条２項の場合を除いては，違法ではないとの前提に立っており，その立法趣旨か

らして現行著作権法上，RAM等への蓄積行為が複製に当たるとの解釈を採ることは

できない。

使用行為と蓄積行為とが一体不可分であるのは，プログラムをコンピュータ上で

使用するには，これをいったんコンピュータ内のRAMに蓄積することが不可欠の前
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提であるからであって，この点は本件ソフトウェアでも他のソフトウェアでも同様

であるから，使用自体が著作権侵害にならない現行法の下においては，一時記憶装

置への蓄積が複製に当たると解釈することは，到底できない。

(ｳ) 有形的な再製

本件においては，フローティング型の契約の下で，本件ソフトウェアをハードデ

ィスクにインストールした時点で，反復使用の可能性のある形態の再製物を作成さ

れ，ただ，本件使用許諾契約上その使用が制限されていたと解するのが自然である。

また，コンピュータの電源を切る場合のみならず，プログラムの使用を終えて他

のプログラムを読み込むことによっても一時記憶装置への記憶が失われることを考

慮するならば，結局のところ，RAM等への蓄積の一時的・過渡的性質を否定するこ

とはできない。

(ｴ) 立証の困難

主張立証の困難性は，著作権侵害のみならず医療過誤訴訟や公害訴訟においても

同様であり，原告の主張は立法論にすぎない。

(ｵ) 国際的な動向

原告の主張するように，一時記憶装置への一時的蓄積も状況次第で著作権法２１

条の複製に該当するとの考え方が国際的な動向と一致するとしても，各国の著作権

法の規定，著作権保護のあり方はそれぞれ異なるのであるから，立法論としてはと

もかく，直ちに我が国の著作権法の解釈に影響を与えるものではない。仮に一時的

蓄積を複製に当たると解釈するならば，米国のフェア・ユースのような一般的な権

利制限規定を持たない我が国の著作権法にあっては，許容されるべき一時的蓄積行

為を明示した権利制限規定が設けられなければならないはずである。このような権

利制限規定がない現行著作権法において，一時的蓄積を複製に当たると解すること

は，法解釈の限界を明らかに逸脱することになる。

５ 争点(3)(権利管理情報の改変行為の有無)に関する当事者の主張

(1) 原告の主張
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ア 利用を許諾する場合の利用方法及び条件に関する情報

前提事実(4)のとおり，本件Dllファイルは，本件ソフトウェアの使用前に，LUM

プログラムで設定されている使用許諾に関する情報を確認し，これらの使用許諾に

関する情報を基に，許諾されたモジュールに限定して，許諾されたコンピュータに

おいて使用することを可能にし，その使用環境を設定する機能を有しているから，

本件Dllファイルに含まれる情報は，本件ソフトウェアの利用を許諾する場合の利

用方法及び条件に関する情報である(著作権法２条１項２１号ロ)。

イ 記録媒体への記録

そして，本件Dllファイルに含まれる情報は，電磁的方法により本件ソフトウェ

アとともに記録媒体に記録されている(同法２条１項２１号柱書)。

ウ まとめ

よって，本件改変行為は，権利管理情報を改変するものである(著作権法１１３

条３項２号)。

(2) 被告の主張

ア 利用を許諾する場合の利用方法及び条件に関する情報

(ｱ) 原告の主張アは否認する。

(ｲ) 著作権法１１３条３項の権利管理情報とは，電子透かし等の技術を用いて

著作物等に付された著作権者名，利用許諾条件等の情報で，著作権等の管理に用い

られているものをいう。電子透かし技術は，デジタルデータに細工して情報を埋め

込む技術であり，一度埋め込まれた情報はデジタルデータを複製したり加工しても

そのまま付いていくという特徴があり，かかる技術を用いることにより，既に行わ

れてしまった著作物等の違法利用の発見や，適法な利用のために必要な権利処理の

遂行を容易化・的確化するという機能を持つ。このような機能を有する権利管理情

報の除去・改変がされると著作権等の実効性が損なわれるおそれがあるため，立法

過程において，このような権利管理情報の機能に着目し，規制立法がされたのであ

る。
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しかしながら，本件Dllファイルに含まれる情報は，本件ソフトウェアが使用さ

れる際にその使用環境を設定するという制限設定機能を有するのみであって，立法

者が想定した権利管理情報とは全く機能を異にする。

(ｳ) また，権利管理情報の改変等は，本来，著作物そのものを侵害するもので

はなく，著作物とともに記録媒体に記録されるものを侵害する行為である。例えば，

デジタル画像のCD-ROM等に電子透かし情報が埋め込まれた場合に，その埋め込まれ

た情報を侵害する行為が権利管理情報の改変である。

これに対し，本件Dllファイルはプログラム著作物そのものであって，本件改変

行為は，プログラムの機能を変更したにすぎない。

イ 記録媒体への記録

同イは否認する。

ウ まとめ

同ウは否認する。

６ 争点(4)(過失相殺類似の抗弁の成否)に関する当事者の主張

(1) 被告の主張

ア 本件ソフトウェアの管理方法

(ｱ) 本件ソフトウェアは，多数のモジュールを各コンピュータにインストール

した上で，プログラムによりその使用を制限しようとするものであり，かつ，極め

て高額な商品であるという特徴を持つ。

(ｲ) したがって，ひとたび本件改変行為のような行為が行われた場合に原告の

主張に沿った損害賠償額の算定がされれば，その損害賠償額は，巨額なものとなる。

イ 被告の管理態勢

(ｱ) 被告は，知的財産権を扱う企業として，著作権法等を遵守するためのコン

プライアンス体制を整えるべく努力していた。

(ｲ) 被告の従業員の一部がこのようなクラックソフトを入手し，極めて簡単な

操作で一瞬にして本件改変行為を行ったため，被告が巨額な賠償責任を負うとされ
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るのであれば，酷に過ぎる面がある。

ウ 原告の防止策

(ｱ) 本件クラックソフトと同種の違法ソフトがインターネット上で容易に入手

可能であったことが，本件改変行為が行われた遠因である。

(ｲ) 原告においても，①容易に改変できないシステムにする，②違法なクラッ

クソフトの販売については，インターネット上のサイトの運営者に警告や削除要請

を行う，③電子メール等を用いて使用状況を遠隔管理する等の防止策を採ることも，

十分可能であった。

エ まとめ

したがって，損害の公平な分担の観点から，民法７２２条２項の過失相殺を類推

し，算出された損害額のうちの３割を被告の負担する損害額とすべきである。

(2) 原告の主張

ア 本件ソフトウェアの管理方法

被告の主張アは認める。

イ 被告の管理態勢

同イは否認する。

ウ 原告の防止策

同ウは否認する。

エ まとめ

同エは否認する。

７ 争点(5)(損害額)に関する当事者の主張

(1) 原告の主張

ア 著作権法１１４条２項

(ｱ) ２項の利益の考え方

ａ 被告は，本件改変行為又はその後の本件読み出し行為によって，本件ソフ

トウェアに含まれる使用許諾を受けていないモジュールが使用可能な状態を得たも
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のであり，使用可能となった本件ソフトウェアのすべてのモジュールのライセンス

料相当額につき利益を受けた。

したがって，著作権法１１４条２項に基づき，原告は，当該ライセンス料相当額

の損害を受けたものと推定される。

ｂ 被告は，原告に生じた損害は，ＩＢＭが原告に対し支払うべきライセンス

料(卸売価格)に限られる旨主張する。

しかしながら，被告は，ＩＢＭが原告に支払うべきライセンス料の金額とは無関

係に，被告がＩＢＭに支払うべきライセンス料(小売価格)相当額につき，その利益

を得ているのであるから，著作権法１１４条２項又は３項に基づく限り，当該ライ

センス料(小売価格)相当額をもって，その損害額とすべきである。

(ｲ) 現実の使用

仮に，後記被告の主張ア(ｱ)のとおり，現実に使用していたモジュールの範囲に

その損害が限られるとしても，被告の業務の内容，従業員数等に鑑みるならば，被

告はほぼすべてのモジュールを使用していたものである。

(ｳ) 具体的算定

ａ 本件改変行為が加えられた本件ソフトウェアのライセンス料は，少なく見

積もっても１本当たり１億４１９４万４５００円を下回ることはない。

ｂ すなわち，本件改変行為を加えることによって，別紙「モジュールの一覧

表」の「 シェアラブルプロダクト”タブページ」の欄に「○」のあるモジュール“

すべてが使用可能となっていることから，これらのモジュールの基本ライセンス料

(PLC)及び年間ライセンス料(ALC)の総計をもって，そのライセンス料とすべきであ

る。

ｃ(a) 原告の日本子会社の従業員であるＡ(以下「Ａ」という。)は，これら

のモジュールの中には重複する機能を有するモジュール及び被告が現実的に使用す

ることが不可能なモジュール等があることから，これらについては試算価格から除

き，また 「CCD」との名称のモジュールは，本件改変行為によっては使用可能と，
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なっていないが，通常日本においては多くのパッケージとともに販売することから，

その価格を試算価格に含め，さらに 「SO2」とのパッケージによる割引を適用し，，

その１本当たりの基本ライセンス料と年間ライセンス料(１０～２５本購入した場

合の価格)との合計額を１億４２４４万５７００円と試算した(甲１１)。

(b) このＡによる試算価格に基づき 「CCD」との名称のモジュールの価格を，

当該試算価格から除いたとしても，本件改変行為がされた本件ソフトウェアの基本

ライセンス料と年間ライセンス料との合計額は，１本当たり１億４１９４万４５０

０円となる。

ｄ したがって，被告は，少なくとも１１本の本件ソフトウェアにつき本件改

変行為を行っていることから，これらのライセンス料は１５億６１３８万９５００

円を下らない。

１億４１９４万４５００円×１１本＝１５億６１３８万９５００円

(ｴ) 正規ライセンス料の控除

後記被告の主張ア(ｴ)は否認する。

本件改変行為後の本件ソフトウェアは，本件改変行為前の本件ソフトウェアと一

部において同一性を有しつつも，別個のソフトウェアであるから，被告が本件改変

行為後の本件ソフトウェアを使用した行為は，もはや正規のライセンスに基づく当

該モジュールの使用とは解されない。よって，本件改変行為によって使用可能とな

ったモジュールすべての合計金額をもって損害額とすべきである。

イ 著作権法１１４条３項

(ｱ) ３項の受けるべき金銭の額に相当する額についての考え方

著作権法１１４条３項は，著作権の侵害があった場合に，著作権侵害者の利益の

有無にかかわらず，著作権者に通常の使用料相当額を最低限の損害額として保証す

る旨の規定であるから，使用可能となった本件ソフトウェアのすべてのモジュール

のライセンス料相当額が受けるべき金銭の額に相当する額となる。

(ｲ) 現実の使用
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前記原告の主張ア(ｲ)のとおり

(ｳ) 具体的算定

前記原告の主張ア(ｳ)のとおり

(ｴ) 正規ライセンス料の控除

前記原告の主張ア(ｴ)のとおり

ウ 弁護士費用

原告には，弁護士費用として１億円の損害が発生しているが，これは，本件改変

行為と相当因果関係を有する損害である。

エ 合計

よって，被告は，原告に対し，１６億６１３８万９５００円の損害賠償義務があ

る。

(2) 被告の主張

ア 著作権法１１４条２項

(ｱ) ２項の利益の考え方

原告の主張ア(ｱ)は争う。

損害は，民法の不法行為制度や著作権法の規定に基づいて合理的に算定されなけ

ればならないから，著作権法１１４条２項の侵害者の受けた利益とは，当該著作権

侵害行為により侵害者が現実に得た利益を意味すると解すべきである。そして，被

告が本件で現実に得た利益は，本件改変行為によって使用可能となり，かつ，現実

に使用したモジュールのみについて，原告が受けるべき金額(卸売価格)であり，被

告がエンドユーザとして支払うべき金額(小売り価格)ではない。

(ｲ) 現実の使用

同ア(ｲ)は否認する。

(ｳ) 具体的算定

同ア(ｳ)は否認する。

(ｴ) 正規ライセンス料の控除
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被告は，前提事実(3)エのとおり，本件使用許諾契約により，本件ソフトウェア

の一部につき使用許諾を受けているから，少なくとも被告が支払った正規ライセン

ス料５２５８万８５００円は，原告が請求する損害額から差し引かれるべきである。

イ 著作権法１１４条３項

(ｱ) ３項の受けるべき金銭の額に相当する額についての考え方

同イ(ｱ)は争う。

著作権法１１４条３項による損害額は，本件改変行為によって使用可能となり，

かつ，現実に使用したモジュールのみについて，原告が受けるべき金額(卸売価格)

であり，被告がエンドユーザーとして支払うべき金額(小売り価格)ではない。

(ｲ) 現実の使用

前記被告の主張ア(ｲ)のとおり

(ｳ) 具体的算定

前記被告の主張ア(ｳ)のとおり

(ｴ) 正規ライセンス料の控除

前記被告の主張ア(ｴ)のとおり

ウ 弁護士費用

原告の主張ウは否認する。

エ 合計

同エは否認する。

第３ 当裁判所の判断

１ 翻案権侵害について

(1) 翻案権侵害該当性

前提事実(3)～(5)のとおり，本件ソフトウェアは，三次元な作図等に関する数多

くのモジュールと，使用許諾されたモジュールを管理する本件Dllファイルとから

成り，本件ソフトウェア中の本件Dllファイルが毎回LUMプログラムで設定されてい

る使用許諾に関する情報を確認し，それを基に，許諾された範囲内でモジュールを
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使用可能にし，その使用環境を設定する機能を有していたところ，本件ソフトウェ

ア中の本件Dllファイルにつき別紙改変方法に記載した方法により改変をした本件

改変行為により，本件改変行為がされた１１台の各コンピュータですべてのモジュ

ールを使用でき，かつ，本件ソフトウェアを同時に使用できるようになったもので

あるから，本件改変行為は，本件ソフトウェア全体に対する翻案権侵害に当たると

認められる。

(2) 被告の主張に対する判断

，ア 被告は，モジュールの管理・制限態様は，有か無かという二者択一であり

このような態様を変更する本件改変行為は，本件ソフトウェアの本質的特徴を根幹

から変更するものとなるから，原著作物との同一性維持を要件とする翻案権の保護

は及ばない旨主張する。

しかしながら，本件ソフトウェアは，本件改変行為の前後で，本件Dllファイル

を除く数多くのモジュールの部分で共通であり，本件改変行為後も本件ソフトウェ

アの表現上の本質的な特徴の同一性を維持し，これに接する者が本件ソフトウェア

の表現上の本質的な特徴を直接感得することができると認められるから，被告の上

記主張は理由がない。

イ 被告は，本件クラックソフトにより本件Dllファイルを改変した本件改変行

為は無個性な行為であり，作成者の何らの個性も発揮されていない事実を作出する

にすぎない行為である旨主張する。

しかしながら，モジュールの管理・制限態様は，管理・制限を行うか否かの選択

だけではなく，行うとしてどのような程度，方法による管理・制限を行うかという

選択の余地があるところ，被告従業員は，本件クラックソフトにより本件Dllファ

イルを改変するという選択を行ったものであり，何らかの個性が発揮されたものと

いうべきであるから，被告の上記主張は，採用することができない。

ウ 被告は，本件改変行為は，本件D11ファイルのみに限定して改変を加えるこ

とによって，本件ソフトウェア自体の創作性に何ら変更を加えずそのまま使用する



- 22 -

ことに意味が認められるものであり，単に新たな部分を追加しただけのものである

から，翻案には当たらない旨主張する。

しかしながら，著作物の一部に変更を加えることによって，当該変更部分だけの

複製権侵害となるだけでなく，著作物全体の翻案権侵害となることがある。しかも，

そのまま使用することに意味が認められるといっても，本件ソフトウェアは，前記

(1)のとおり，使用が制限された状態から使用が制限されない状態になったもので

あるから，実質的に見れば，その創作性に変更がないものとはいえない。したがっ

て，本件改変行為は翻案権侵害に当たるものといわざるを得ず，被告の上記主張は

理由がない。

エ 被告は，多くのモジュールを１つのソフトウェアに収載し，かつ，これら

のモジュールを顧客のニーズに応じて制限して販売するという全体的なソフトウェ

アの構造は，単にプログラムの構成方法の一類型にすぎず，表現に当たらないとか，

このようなプログラムの構成方法及び製品の使用につき顧客が受ける許諾の内容に

応じ制限して販売する手法は，広く一般的に行われている独自性のないもので，表

現上の創作性があるとはいえないとか，モジュールを原告の意図に従って制限的に

利用可能な環境についても，プログラムが表象する環境のうちの一類型を指摘する

ものにすぎないから，事実ないしアイデアにすぎない旨主張する。

確かに，製品設計や開発という１つの目的に利用可能な非常に多くのモジュール

を１つのソフトウェアに収載し，かつ，これらのモジュールを顧客のニーズに応じ

て制限して販売するレベルで捉えれば，そのこと自体はアイデアにすぎないが，原

告は，そのアイデアを具体化し，本件ソフトウェアを構成したものであるから，そ

のように具体化されたものを保護しても，著作権法では保護されないアイデア等を

保護することにはならないから，被告の上記主張も，採用することができない。

(3) まとめ

よって，本件改変行為は，本件ソフトウェア全体の翻案権侵害に該当するから，

著作権法１１２条１項及び２項に基づく請求第１項及び第２項の差止請求及び廃棄
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請求は理由があり，さらに，被告は，民法７１５条１項により，本件改変行為によ

り原告に生じた損害を賠償する義務がある。

(4) 他の法律構成の可能性について

なお，以上のとおり，本件ソフトウェア全体についての翻案権侵害が成立するが，

本件ソフトウェアを構成する各モジュールを基準に考えれば，本件改変行為により，

本件ソフトウェア中の使用許諾を受けていないモジュールにつき，ハードディスク

への複製行為があったと考えることも可能である。

すなわち，前提事実(4)のとおり，本件ソフトウェアは，その全体が各コンピュ

ータのハードディスクにインストールされるが，それは，飽くまで本件Dllファイ

ル及びLUMプログラムにより使用が制限された状態でインストールされていたにず

ぎなかったところ，前提事実(5)のとおり，本件改変行為により，使用許諾されて

いないモジュールは，使用が制限されない状態で各コンピュータのハードディスク

内に存在することになったものである。

これを実質的に観察すれば，使用が制限された状態でインストールされていたモ

ジュールをアンインストールし，使用が制限されない状態のモジュールを新たにコ

，ンピュータのハードディスクにインストールしたことと同視することができるから

本件改変行為により，本件ソフトウェア中の使用許諾を受けていないモジュールに

つき，ハードディスクへの複製行為があったと考えることができる。

２ 過失相殺類似の抗弁について

(1) 被告は，ひとたび改変が行われた場合に損害額は巨額なものとなる本件ソ

フトウェアについては，原告においても容易に改変できないシステムにする等の防

止策を採ることも十分可能であったものであり，民法７２２条２項の過失相殺を類

推し，算出された損害額のうちの３割のみを被告の負担する損害額とすべきである

旨主張する。

(2) しかしながら，被告従業員による本件改変行為が故意によるものであるこ

とは，前提事実(6)のとおりであるところ，被告主張の容易に改変できないシステ
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ムにしなかったこと等の事情をもって，犯罪の挑発行為と同視することはできない

から，被告の過失相殺類似の抗弁は理由がない。

３ 損害額

(1) 著作権法１１４条３項

ア 基本的考え方

被告は，本件改変行為により，本件使用許諾契約で使用許諾された範囲を超えて，

１１台の各コンピュータで，すべてのモジュールを使用でき，かつ，本件ソフトウ

ェアを同時に使用できるようにしたものであるから，著作権法１１４条３項の適用

による損害額は，１１台につき使用可能となった本件ソフトウェア全体の使用許諾

料相当額を算定し，それから本件使用許諾契約に基づく支払額を控除して算定すべ

きである。

イ 基本ライセンス料相当分

(ｱ) 証拠(甲７，１１)によれば，原告担当者が行った計算過程は，次のとおり

であることが認められる。

ａ 前提事実(3)ウのとおり，本件ソフトウェアについて，すべてのモジュー

ルが使用可能なライセンスは行われていないため 「ＩＢＭ価格表」の標準構成パ，

ッケージ製品(パッケージ)と個別に購入可能な各モジュールの価格を組み合わせて，

算出することとする。

ｂ 被告が本件使用許諾契約の対象としたＨＤ２のパッケージから出発すると，

その組合せは，別紙「モジュールの一覧表」の「ＨＤ２を用いた場合」に○印を付

したパッケージ及びモジュールから成り，その総額は１億２７４４万９５００円と

なる。

ｃ 末尾に「PLUG －IN Product」と表示されるものについては，本件ソフト

ウェア以外の他製品と連動する機能を付加するためのプログラムであるが，他の製

品の使用状況が不明なので，積算の中に含めないこととする。

ｄ プラットフォーム３に属するモジュール(以下「Ｐ３モジュール」とい
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う。)とは，特定の製品の設計及び製造のために特化した高度な機能を有するもの

である。

モジュールの中には，同様の機能を有するグレードの高いモジュール(Ｐ２モジ

ュール)，グレードの低いモジュール(Ｐ１モジュール)が存在する。使用グレード

の高いモジュールで，グレードの低いモジュールを網羅していると判断される場合

には，当該グレードの低いモジュールは，試算価格に含めないこととする。

ただし，Ｐ１モジュールでありながら，Ｐ２モジュールと類似しないＰ１特有な

機能を有するものがある。例えば 「ＤＬ１」というモジュールは 「デベロッ， ，

プ・シェイプ１」と呼ばれるモジュールで，ルールド・サーフェスを迅速かつ容易

に展開する機能と，回転サーフェス上に曲線を作成する機能を有し，これに対応す

るモジュールは，Ｐ２にはない。このようなＰ１に属する特殊な機能を有するモジ

ュールとしては，次のものがある。

ＣＣ１，ＣＣＤ，ＤＬ１，ＦＭ１，ＦＲ１，ＧＰ１，ＨＡ１，ＩＤ１，ＩＧ１，Ｋ

Ｅ１，ＰＬＯ，ＰＸ１，ＲＴ１，ＳＨ１，ＴＬ１，ＷＤ１

ｅ また，高度に専門的な機能を有するモジュールについても，その使用の難

しさを考えて，試算価格に含めないこととする。

Ｐ２モジュールには，Ｐ３に属するモジュールと同様に，その使用に際して高度

な知識が必要であり，使用目的が特化されたものが含まれる。これらのＰ２モジュ

ールの一部及びＰ３モジュールは，現実的には，被告において使用することが困難

である。このような高度に専門的かつ，特化したモジュールを除くと，次のような

モジュールが残る。

ＡＭＧ，ＡＮＲ，ＡＳＤ，ＢＫ２，ＣＢＤ，ＣＣＶ，ＤＭＮ，ＤＭＯ，ＤＳＥ，Ｄ

ＳＳ，ＥＣＲ，ＥＦＤ，ＥＨＦ，ＥＨＩ，ＥＬＢ，ＥＬＤ，ＥＳＳ，ＥＳＴ，ＥＷ

Ｅ，ＥＷＲ，ＦＩＴ，ＦＭＤ，ＦＭＳ，ＦＳＯ，ＦＳＰ，ＦＳＳ，ＦＴＡ，ＧＡＳ，

ＧＤＲ，ＧＤＹ，ＧＰＳ，ＧＳＤ，ＧＳＯ，ＨＡＡ，ＨＢＲ，ＨＭＥ，ＨＰＡ，Ｈ

ＶＡ，ＨＶＤ，ＫＩＮ，ＫＷＡ，ＫＷＥ，ＬＭＧ，ＭＰＡ，ＭＴＤ，ＮＣＧ，ＮＶ
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Ｇ，ＰＤＧ，ＰＥＯ，ＰＦＤ，ＰＦＯ，ＰＨＳ，ＰＩＤ，ＰＫＴ，ＰＳＯ，ＱＳＲ，

ＲＣＤ，ＲＴＲ，ＳＤＩ，ＳＭＤ，ＳＰＡ，ＳＰＥ，ＳＳＲ，ＳＴＣ，ＳＴＬ，Ｔ

ＵＢ，ＴＵＤ，ＷＡＶ，ＷＧＤ

ｆ ＣＣＤ

また，CATIA－CADAMドラフティング(以下「ＣＣＤ」という。)というモジュール

については 「シェアラブルプロダクト」の画面の中に表示されていないが，日本，

での本件ソフトウェアのライセンス販売の際には，通常，パッケージと共に販売さ

れることから，その価格４４万７５００円を試算価格に含めた。

ｇ アドオンとシェアラブル

ＩＢＭ価格表の中には，シェアラブルとアドオンがある。シェアラブルとは，フ

ローティング型のライセンスと同様のものである。他方，アドオンとは，ノードロ

ック型のライセンスと同様のものである。シェアラブルの方がライセンス料が高く

なっているが，本件の場合，個々のコンピュータにおいて同時に使用できるような

改変が加えられたので，アドオンの価格を採用した。

ｈ ＳＯ２

パッケージを用いて最も安い組合せとするのであれば，もっとも高価なモジュー

ルが含まれている「ＳＯ２」というパッケージを用いることになる。この方式でそ

のライセンス料を試算すると，別紙「モジュールの一覧表」の「ＳＯ２を用いた場

合」のとおり，１億２７１８万１０００円となる。

ｉ 年間ライセンス料

上記(1)で計算された基本ライセンス料に基づき，前提事実(3)エの年１４％及び

購入本数(１０～２５本)による割引の計算方式で計算すると，ＨＤ２を用いた場合

の年間ライセンス料は１５５５万４９００円となり，ＳＯ２を用いた場合の年間ラ

イセンス料は１５２６万４７００円となる。

ｊ 合計

以上の基本ライセンス料と年間ライセンス料とを合計すると，ＨＤ２を用いた場
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合は１億４３００万４４００円となり，ＳＯ２を用いた場合は１億４２４４万５７

００円となる。

(ｲ) 修正

ａ 上記試算額のうち，被告に最も有利になるように，ＳＯ２を用いた場合の

ものを採用すべきである。

ｂ また，ＣＣＤが「シェアラブルプロダクト」の画面の中に表示されていな

い以上，通常，パッケージと共に販売されることだけでは，ＣＣＤの価格相当分を

損害に含めることはできないから，同価格４４万７５００円を上記試算額から差し

引くべきである。

ｃ そうすると，基本ライセンス料は１億２６７３万３５００円となり，年間

ライセンス料は１５２１万１０００円となり，その合計額は１億４１９４万４５０

０円となる。

１億２７１８万１０００円－４４万７５００円＝１億２６７３万３５００円

１５２６万４７００円－５万３７００円＝１５２１万１０００円

１億２６７３万３５００円＋１５２１万１０００円＝１億４１９４万４５００円

ｄ その１１台分は，１５億６１３８万９５００円となる。

１億４１９４万４５００円×１１本＝１５億６１３８万９５００円

イ 本件使用許諾契約に基づく支払額の控除

前提事実(3)エのとおり，被告がＩＢＭに対し，本件使用許諾契約に基づき支払

ったＨ４５を除く基本ライセンス料及び年間ライセンス料の合計額は，５１５７万

４５００円である。この額の１２分の１１を差し引くと，１５億１４１１万２８７

５円となる。

(４６１１万０２００円－８８万９２００円)＋(６４７万８３００円－１２万４８

００円)＝５１５７万４５００円

５１５７万４５００円×１１÷１２＝４７２７万６６２５円

１５億６１３８万９５００円－４７２７万６６２５円＝１５億１４１１万２８７５



- 28 -

円

ウ 被告の主張に対する判断

(ｱ) 被告は，著作権法１１４条３項による損害額は，本件改変行為によって使

用可能となり，かつ，現実に使用したモジュールのみについて算定すべきである旨

主張する。

しかしながら，著作権法は，その後の使用の有無を問わず，複製権侵害行為や翻

案権侵害が行われた時点で著作権侵害行為が成立するとの立場を採っている。さら

に，弁論の全趣旨によれば，実際のソフトウェアのライセンス契約も，その後の使

用の有無を問わず，ソフトウェアの入った媒体の売買契約やオンラインでのダウン

ロードの行われた時点で代金額が確定するものであり，使用の都度，時間等に応じ

て課金されるものはごく少数であると認められる。よって，被告の上記主張は，採

用することができない。

(ｲ) 被告は，３項の損害額は，被告がエンドユーザとして支払うべき金額(小

売り価格)ではなく，原告が受けるべき金額(卸売価格)で算定されるべきである旨

主張する。

しかしながら，原告が現実に行っているライセンスが第三者を介在させたサブラ

イセンスの形態であるとしても，著作権法１１４条３項の損害の算定は，原告が直

接被告とライセンス契約を行う場合を想定して行うことができると解されるから，

被告の上記主張は，採用することができない。

エ 原告の主張に対する判断

原告は，本件改変行為後の本件ソフトウェアは，本件改変行為前のものとは別個

のソフトウェアであり，被告が本件改変行為後の本件ソフトウェアを使用した行為

は，もはや正規のライセンスに基づく当該モジュールの使用とは解されないから，

本件改変行為によって使用可能となったモジュールすべての合計金額をもって損害

額とすべきである旨主張する。

確かに，写真の著作物の複製を許諾されたにすぎない者が翻案を行ったような場
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合であれば，原告の主張のとおり，複製についての許諾料を差し引かないことが考

えられる。しかし，本件ソフトウェアは，デジタルモックアップという実用目的に

供されるもので，一部のモジュールの使用が可能であり，現実にも一部のモジュー

ルごとの使用許諾がされているから，全体につき翻案権侵害が成立する場合であっ

ても，原告が受けた被害の実質は，許諾を受けた範囲を超えてすべてのモジュール

を使用可能にされたことにある。よって，損害額の算定は，その実質に即して上記

ア及びイのとおり行うべきであるから，原告の上記主張は，採用することができな

い。

(2) 著作権法１１４条２項

著作権法１１４条２項による計算額が同条３項による計算額を超えることを認め

るに足りる証拠はない。

(3) 弁護士費用

弁論の全趣旨によれば，原告は，本訴原告代理人である藤井弁護士らに対し，本

訴の提起及び追行を委任し，その着手金及び成功報酬として１億円を支払うことを

約したことが認められる。本件改変行為と相当因果関係を有する弁護士費用として

は，本件事案の内容，性質，訴訟経緯等一切の事情を総合すると，前記(1)の損害

額の５％程度である７５００万円をもって相当と認める。

(4) まとめ

よって，損害額は，１５億８９１１万２８７５円となる。

１５億１４１１万２８７５円＋７５００万円＝１５億８９１１万２８７５円

４ 結論

よって，原告の差止請求及び廃棄請求(請求第１項及び第２項)は理由があり，損

害賠償請求(請求第３項)は主文第３項に掲記の限度で理由があるから，これらを認

容し，その余の損害賠償請求は理由がないから棄却することとし，損害賠償請求に

ついての仮執行宣言を相当と認め，主文のとおり判決する。
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東京地方裁判所民事第４０部

裁判長裁判官

市 川 正 巳

裁判官

大 竹 優 子

裁判官

頼 晋 一
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(別紙)

コンピュータ目録

１ 東京都八王子市（以下略）所在の被告の作業所であるStudio２内の「CADセン

ター」に設置されているCAD103，CAD104，CAD105，CAD107，CAD110，CAD111，CAD01

の7台のコンピュータ

２ 同CADセンターに設置されているCAD101，CAD102，CAD106，CAD108の4台のコ

ンピュータ
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(別紙)

ソフトウェア目録

１ 「CATIA V5R13」との名称のソフトウェア(本件ソフトウェア)

２ １のソフトウェアを，サーバーによってコントロールされることなく，その

すべての機能を使用することができるよう改変するために用いられるソフトウェア

(ファイル名は，別紙「改変方法」に①として記載のとおり。)(本件クラックソフ

ト)

３ ２のソフトウェアを用いて改変が加えられ，サーバーによってコントロール

されることなく，そのすべての機能を使用することができるようになった１のソフ

トウェア



- 33 -

(別紙)

改 変 方 法

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊



- 34 -


